
 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用保険法施行規則の一部を改正する省令

案概要（雇用調整助成金の特例） 
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雇用保険法施行規則の一部を改正する省令案について（概要） 

 

１．趣旨 

 新型コロナウイルス感染症に伴う経済上の理由により、急激に事業活動の縮小を余儀

なくされた事業主（以下「新型コロナウイルス感染症関係事業主」という。）に対し、

雇用維持の支援を図るため、雇用調整助成金制度の特例措置を講ずることを内容とする

雇用保険法施行規則（昭和 50 年労働省令第３号）の改正を行う。 

 

２．改正の概要 

① 新型コロナウイルス感染症関係事業主が行った休業等について、１日当たり支給

上限額を 9,000 円、助成率を２／３（中小企業にあっては４／５）（令和３年１月

８日以降解雇等を行っていない場合には、助成率を３／４（中小企業にあっては９

/10））とする特例措置の期間を令和４年６月 30日まで延長する。 

 

② 新型コロナウイルス感染症関係事業主が行った休業等について、地域特例（※１）

及び業況特例（※２）の対象となる期間を令和４年６月 30日まで延長する。 

 

 （※１）緊急事態措置を実施すべき区域、まん延防止等重点措置を実施すべき区域に

おいて、知事による、新型インフルエンザ等対策特別措置法第 18 条に規定す

る基本的対処方針に沿った要請を受けて同法施行令第 11 条に定める施設にお

ける営業時間の短縮等に協力する事業主に対する特例 

   ※ まん延防止等重点措置を実施すべき区域においては、知事が定める区域・業

態に係る事業主が対象 

   ※ 各区域における緊急事態措置又はまん延防止等重点措置の実施期間の末日

の属する月の翌月末までの休業等（令和４年６月 30 日までに行ったものに限

る。）に適用 

 （※２）特に業況が悪化しているものとして職業安定局長の定める要件に該当する事

業主に対する特例 

なお、（※１）及び（※２）の助成率は以下のとおり。 

・１日当たり支給上限額：15,000 円 

・助成率       ： ４／５ 

（令和３年１月８日以降解雇等を行っていない場合 10／10） 

 

③ 継続して雇用された期間が６か月未満の雇用保険被保険者についても助成する

こととする等の措置の適用対象を雇用調整助成金の対象期間の初日が令和２年１

月 24 日から令和４年６月 30 日までの間にある場合に変更する。 

 

④ 新型コロナウイルス感染症関係事業主が行った休業等について、支給上限日数に

加えて支給を受けることができること等とする期間を令和２年４月１日から令和

４年６月 30 日までに変更する。 

 

３．根拠法令 

 雇用保険法（昭和 49年法律第 116 号）第 62条第２項 

 

４．施行期日等 

 公布日：令和４年３月下旬（予定） 

施行期日：公布日 



雇用調整助成金等・休業支援金等の助成内容（案）

雇用調整助成金等 休業支援金等

令和４年

３月

令和４年

４～６月

中
小
企
業

原則的な特例措置
4/5（9/10）

9,000円

4/5（9/10）

9,000円

地域特例（※２）
業況特例（※３）

4/5（10/10）

15,000円

4/5（10/10）

15,000円

大
企
業

原則的な特例措置
2/3（3/4）

9,000円

2/3（3/4）

9,000円

地域特例（※２）
業況特例（※３）

4/5（10/10）

15,000円

4/5（10/10）

15,000円

（括弧書きの助成率は解雇等を行わない場合）（※１）

令和４年

３月

令和４年

４～６月

中
小
企
業

原則的な措置
（※５）

８割

8,265円

８割

8,265円

地域特例（※６）
８割

11,000円

８割

11,000円

大
企
業
（※

４
）

原則的な措置
（※５）

８割

8,265円

８割

8,265円

地域特例（※６）
８割

11,000円

８割

11,000円

（※１）原則的な特例措置、地域・業況特例のいずれについても、令和３年１月８日以降の解雇等の
有無で適用する助成率を判断。

（※２）緊急事態措置を実施すべき区域、まん延防止等重点措置を実施すべき区域（以下「重点措置

区域」という）において、知事による、新型インフルエンザ等対策特別措置法第18条に規定す

る基本的対処方針に沿った要請を受けて同法施行令第11条に定める施設における営業時間

の短縮等に協力する事業主。
※重点措置区域については、知事が定める区域・業態に係る事業主が対象。
※各区域における緊急事態措置又は重点措置の実施期間の末日の属する月の翌月末まで
適用。

（※３）生産指標が最近３か月の月平均で前年、前々年又は３年前同期比30%以上減少の全国の事
業主。
なお、令和３年12月までに業況の確認を行っている事業主は、令和４年１月１日以降に判定基
礎期間の初日を迎えるものについては、その段階で業況を再確認する。また、令和４年４月以
降は毎月業況を確認する。

（※４）大企業はシフト制労働者等のみ対象。
（※５）雇用保険の基本手当の日額上限（8,265円）との均衡を考慮して設定。
（※６）休業支援金の地域特例の対象は、基本的に雇用調整助成金と同じ（左記※２）。

なお、上限額については月単位での適用とする。
（例：５月10日から５月24日までまん延防止等重点措置

→５月１日から６月30日（解除月の翌月末）までの休業が地域特例の対象）



緊急事態宣言に伴う新型コロナウイルス感染症にかかる雇用調整助成金の特例措置の対応

通常時
新型コロナウイルス感染症特例措置

（令和３年５月１日～12月31日まで）

新型コロナウイルス感染症特例措置
（令和４年１月１日～２月28日まで）

新型コロナウイルス感染症特例措置
（令和４年３月１日～６月30日まで)

経済上の理由により、事業活動の縮小を余儀な

くされた事業主
新型コロナウイルス感染症の影響を受ける事業主 同左 同左

生産指標要件：３か月10％以上低下 生産指標要件を緩和：１か月５％以上低下 同左 同左

被保険者が対象
雇用保険被保険者でない労働者の休業も助成

金の対象
同左 同左

休業の助成率：２/３(中小) １/２(大企業)

休業の助成率 中小：４/５（９/10）

大企業：２/３（３/４）

※地域特例(注１)、業況特例の対象(注２)

中小・大企業４/５（10/10）

同左 同左

休業・教育訓練の助成額の上限額は8,265円

休業・教育訓練の助成額の上限額 13,500円

※地域特例(注１)、業況特例(注２)の対象
上限額 15,000円

休業・教育訓練の助成額の上限額 11,000円

※地域特例(注１)、業況特例(注２)の対象

上限額 15,000円

休業・教育訓練の助成額の上限額 9,000円

※地域特例(注１)、業況特例(注２)の対象

上限額 15,000円

計画届は事前提出 計画届の提出 撤廃 同左 同左

1年のクーリング期間が必要 クーリング期間 撤廃 同左 同左

６か月以上の被保険者期間が必要 被保険者期間要件 撤廃 同左 同左

支給限度日数 １年100日、３年150日 同左＋上記対象期間（別枠扱い） 同左 同左

短時間一斉休業のみ

休業規模要件：1/20(中小) 1/15(大企業)

短時間休業要件 緩和（一斉でなくても可）

休業規模要件：１/40(中小) １/30(大企業)
同左 同左

残業相殺 残業相殺 停止 同左 同左

教育訓練が必要な被保険者に対する教育訓練

助成率：2/3(中小) １/２(大企業)

加算額：1,200円

教育訓練の助成率 中小：４/５（９/10）

大企業：２/３（３/４）
※地域特例(注１)、業況特例(注２)の対象

中小・大企業４/５（10/10）

加算額：2,400円(中小) 1,800円(大企業)

同左 同左

出向期間要件：３か月以上１年以内 出向期間要件：１か月以上１年以内 同左 同左

（参考）リーマンショック時の特例措置の主な内容 ※雇用保険被保険者のみ対象
・助成率：中小企業8/10（解雇等なし9/10）、大企業2/3（解雇等なし3/4）
・上限額：雇用保険の基本手当日額の最高額（現在8,265円）

● 令和２年度予算額（第３次補正まで） ：雇用調整助成金 2兆7,849億円 緊急雇用安定助成金 2,482億円〔合計 3兆331億円〕
● 令和３年度予算額（令和２年度繰越額及び令和３年度補正を含む） ：雇用調整助成金 ２兆916億円 緊急雇用安定助成金 3,111億円〔合計 ２兆4,027億円〕

（実績）・支給申請件数（ ３/４ ) 5,998,397件
・支給決定件数（ ３/４ ) 5,921,175件
・支給決定金額（ ３/４ ) 5兆4,163億円

※ 助成率における（）は、事業主が解雇等を行っていない場合の助成率。
【令和３年12月まで】原則的な措置では、令和２年１月２４日以降の解雇等の有無で適用する助成率を判断。地域・業況特例では、令和３年１月８日以降の解雇等の有無で適用する助成率を判断。
【令和４年１月から】原則的な措置、地域・業況特例のいずれについても、令和３年１月８日以降の解雇等の有無で適用する助成率を判断。

（注１）緊急事態措置を実施すべき区域、まん延防止等重点措置を実施すべき区域において、知事による、特措法第18条に規定する基本的対処方針に沿った要請を受けて特措法施行令第
11条に定める施設における営業時間の短縮等に協力する事業主（各区域における緊急事態措置又はまん延防止等重点措置の実施期間の末日の属する月の翌月末まで適用）

（注２）特に業況が厳しい全国の事業主（令和３年12月までの休業については、生産指標が最近３か月の月平均値で前年又は前々年同期比30％以上減少。令和４年１月～３月の休
業については、生産指標が最近３か月の月平均で前年、前々年又は３年前同期比30%以上減少）。



支給申請件数（件） 支給決定件数（件） 支給決定額（億円）

累計 累計 累計

~10/8 － 4,879,494(1,141,629) － 4,750,620(1,102,061) － 46,002(3,389)

10/9~10/15 65,250(15,793) 4,944,744(1,157,422) 75,798(18,068) 4,826,418(1,120,129) 538(52) 46,540(3,442)

10/16~10/22 61,347(14,466) 5,006,091(1,171,888) 75,200(17,861) 4,901,618(1,137,990) 551(50) 47,091(3,491)

10/23~10/29 67,550(16,176) 5,073,641(1,188,064) 69,202(16,434) 4,970,820(1,154,424) 455(47) 47,546(3,538)

10/30~11/5 60,032(14,803) 5,133,673(1,202,867) 57,753(13,312) 5,028,573(1,167,736) 449(44) 47,995(3,583)

11/6~11/12 61,527(14,791) 5,195,200(1,217,658) 71,684(17,262) 5,100,257(1,184,998) 519(50) 48,514(3,633)

11/13~11/19 56,295(12,402) 5,251,495(1,230,060) 67,496(15,910) 5,167,753(1,200,908) 536(47) 49,050(3,679)

11/20~11/26 48,677(11,368) 5,300,172(1,241,428) 52,246(12,680) 5,219,999(1,213,588) 364(37) 49,414(3,716)

11/27~12/3 74,678(17,543) 5,374,850(1,258,971) 66,085(16,330) 5,286,084(1,229,918) 521(48) 49,935(3,764)

12/4~12/10 55,238(12,144) 5,430,088(1,271,115) 67,208(16,087) 5,353,292(1,246,005) 528(45) 50,462(3,809)

12/11~12/17 49,724(11,019) 5,479,812(1,282,134) 62,999(15,447) 5,416,291(1,261,452) 414(40) 50,877(3,849)

12/18~12/24 52,775(11,526) 5,532,587(1,293,660) 59,347(14,308) 5,475,638(1,275,760) 460(34) 51,337(3,882)

12/25~12/31 27,224(5,813) 5,559,811(1,299,473) 22,769(5,386) 5,498,407(1,281,146) 200(12) 51,538(3,894)

1/1~1/7 48,617(10,846) 5,608,428(1,310,319) 43,753(10,078) 5,542,160(1,291,224) 337(24) 51,875(3,918)

1/8~1/14 45,267(9,820) 5,653,695(1,320,139) 46,370(10,231) 5,588,530(1,301,455) 323(22) 52,198(3,940)

1/15~1/21 50,015(10,629) 5,703,710(1,330,768) 56,781(12,288) 5,645,311(1,313,743) 366(28) 52,564(3,968)

1/22~1/28 52,760(11,276) 5,756,470(1,342,044) 55,162(11,841) 5,700,473(1,325,584) 334(25) 52,898(3,992)

1/29~2/4 56,264(12,993) 5,812,734(1,355,037) 52,940(11,287) 5,753,413(1,336,871) 323(21) 53,221(4,014)

2/5~2/11 37,148(8,205) 5,849,882(1,363,242) 39,682(8,724) 5,793,095(1,345,595) 249(17) 53,470(4,031)

2/12~2/18 44,055(9,413) 5,893,937(1,372,655) 46,855(10,219) 5,839,950(1,355,814) 253(16) 53,723(4,047)

2/19~2/25 40,255(8,542) 5,934,192(1,381,197) 35,763(7,792) 5,875,713(1,363,606) 188(15) 53,912(4,062)

2/26~3/4 64,205 5,998,397 45,462 5,921,175 252 54,163

うち雇用調整助成金 50,057 4,603,052 35,522 4,547,629 236 50,085

うち緊急雇用安定助成金 14,148 1,395,345 9,940 1,373,546 16 4,078

雇用調整助成金の支給状況について

注１）全ての計数は緊急雇用安定助成金の実績を含む（最新の週を除き、緊急雇用安定助成金の実績は、括弧内で内数）令和元年度実績除く（支給決定1件、支給決定額93,114円）
注２）財源確保に当たっては雇用勘定内における移流用等により事業実施に支障がないよう対応。

◆ 令和2年度決算額及び令和3年度財源確保額：5兆5,931億円（うち雇用調整助成金：5兆713億円、緊急雇用安定助成金：5,218億円）



１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 11月 12月

2019年 1.63 1.63 1.62 1.62 1.62 1.60 1.59 1.60 1.59 1.59 1.57 1.57

2020年 1.49 1.45 1.39 1.31 1.18 1.12 1.08 1.05 1.04 1.05 1.05 1.06

2021年 1.08 1.09 1.10 1.09 1.10 1.13 1.14 1.15 1.15 1.16 1.17 1.17

2022年 1.20

2019年 2.5 2.4 2.5 2.4 2.3 2.3 2.3 2.3 2.4 2.4 2.3 2.2

2020年 2.4 2.4 2.5 2.6 2.8 2.8 2.9 3.0 3.0 3.1 2.9 3.0

2021年 3.0 2.9 2.7 2.8 2.9 2.9 2.8 2.8 2.8 2.7 2.8 2.7

2022年 2.8

2019年 173 164 172 166 160 160 156 156 166 166 157 156

2020年 165 167 175 178 190 191 198 205 207 217 204 210

2021年 206 204 187 197 202 201 193 192 190 184 192 187

2022年 191

2019年 5 6 18 25 13 6 6 11 ▲8 5 ▲１ 6

2020年 4 16 25 353 217 62 14 1 30 14 20 11

2021年
34

(38)

12

(28)

▲30

(▲5)
▲337
(16)

▲181

(36)

▲47

(15)

▲4

(10)

26

(27)

▲4

(26)

▲8

(6)

▲10

(10)

▲1

(10)

2022年
12

(50)

2019年 27 56 22 33 24 30 4 ▲18 ▲9 4 7 40

2020年 42 44 67 63 ▲1 30 52 38 48 9 21 16

2021年
36

(78)

26

(70)

54

(121)

5

（68)

22

（21)

15

（45)

16

（68)

47

（85)

50

（98)

31

（40)

▲1

（20)

10

（26)

2022年
2

(80)

⑤正規雇用労働者数
　 前年同月差（万人）

①有効求人倍率（倍）

②完全失業率（％）

③完全失業者数（万人）

④休業者数（役員を除く雇用
者、15歳以上）
    前年同月差（万人）

雇用情勢のデータについて

※有効求人倍率、完全失業率、完全失業者数は季節調整値

※休業者数、正規雇用労働者数は原数値

※①は厚生労働省「職業安定業務統計」 ②～⑤は総務省「労働力調査」

※④、⑤中（）は、対2019年同月差（万人）


